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はじめに

岩本 本日はお忙しい中お集まりいただきまして

ありがとうございます。このたびはいろいろな分野

で HIV/AIDSにかかわっておられる方々にお集ま

りいただきましたけれども、『モダンメディア』の

読者の方々は必ずしも HIV/AIDSの問題について

詳しくない方々もおられると思いますので、最初に

市川さんからわが国の HIV/AIDSの疫学的な現状

ということでお話しいただきます。簡単に自己紹介

をしていただいて、それからお話しいただけますか。

Ⅰ. わが国におけるHIV/AIDSの疫学的な現状

市川 わかりました。名古屋市立大学の市川です。

よろしくお願いします。この 10年間ほどHIV感染

症の予防に関する研究を、厚生労働省の研究班等を

通じてやってきています。特に男性同性間の HIV

感染の予防を、いろいろな地域のボランティアの人

たちと連携し、協働して予防を進める取り組みをし

ています。

岩本さんから「日本の HIVの現状の話を」とい

うことでしたので、エイズ動向委員会でこの数年間

エイズ発生動向の分析等を担当してきた経緯から、

私が把握している日本の HIV/AIDSの動向につい

て説明したいと思います。

一言で言えば日本は、HIV/AIDSが増え続けてい

る。検査で陽性だと診断された HIV感染者、発症

してエイズと診断されたエイズ患者の報告数は、そ

れぞれ医師が診断した場合、法に基づいて厚生労働

省に保健所等を通じて報告が上がります。これらの

報告数はエイズサーベイランスが始まった 1985年

からずっと日本では増え続けています。そして 90

年代の半ば頃からその増え方は、指数関数的な傾き

に変わって増えてきているという傾向にあります。

一方で、このような状況が国民に伝わっているか

というと、必ずしもそうではないという気がします。

HIV感染者、エイズ患者が共に増加しているのは、

先進国の中では日本のみです。欧米先進国のエイズ

患者の報告数は「HAART（Highly Active Anti-

retroviral Therapy）」という治療法が開発された 97、

98年頃から下がってきているんです。ところが日

本は H A A R T 療法を取り入れてもいまだに増え続

けています。

2004年の 1年間の報告数は、未発症の HIV感染

者が 780件、エイズ患者が 385件と、合わせて 1000

件を超える状況になっています（図 1）。検査を早

期に受ける環境が整っていて、発症する前に感染が

わかって治療に行けるといった環境が整っていれ

ば、エイズ患者の報告数は下がってくるはずですが、

日本は残念ながらいまだに増え続けています。「検

査環境が十分なのか？」そして「医療連携が十分な

のか？」これらのことが課題として今の日本にはま

だあるのではないかと思います。

HIV/AIDS報告数を見ると、日本国籍男性の感染

者が大半を占め、性的接触がほとんどを占めていま

す（図 2, 3）。最近の特徴としては男性同性間の

HIV感染が、年間の報告数の 60%を占めるという

状況になっていますので、この男性同性間のHIV感
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図1　日本でのHIV/ AIDS報告年次推移 
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染の予防、あるいは医療といった対策が必要だと言

えます（図 4）。エイズ患者では異性間、同性間共

に年間報告数のほぼ 3分の 1ずつを占めています

（図5）。同性間感染はエイズ患者の報告数でも増加

しています。最近の特徴としては、東京中心型の報

告だったものが、大阪を中心とした近畿、あるいは

名古屋を中心とした東海などの地域からの報告数も

増加に傾いてきています（図6）。

エイズサーベイランスからちょっと離れますが、

エイズブロック拠点病院、エイズ拠点病院の

HIV/AIDS受療者数は、2001年に比べて 2002年の

受療者数が 1.3倍の増加になっています。そして、

その増加の割合は、東京以外の地方ブロックのほう

が高いのです。もともと地方は受療者数が少ないで

すが、年間の増加比は 1.8倍、1.9倍というブロック

があります。このことから見ても、日本の HIV/AIDS

（ 3 ）
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図2　HIV感染者報告数の年次推移 
　－－性・国籍別－－ 
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図4　HIV感染者の感染経路別内訳の年次推移 図5　AIDS患者の感染経路別内訳の年次推移
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図6　日本国籍男性同性間HIV感染者の報告地別・発生動向（報告年） 
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は東京だけではなくて、他の地域にも感染者、患者

の方がおられて、その数が増えてきている状況と言

えます。

もう 1点、年齢的なことですけれども、最近若者

で HIV感染が流行しているということが言われて

いますが、若者の年齢を 15～ 24歳ととらえてHIV

感染者の感染経路内訳を見ると、男性同性間の感染

の割合が大きいのです。これはその他の年齢層でも

同じように見られます。ただ 45～ 54歳の年齢層で

は同性間と異性間の報告割合はほぼ同率で各々が増

えつつあります（図7）。

若い人の中で著しく増えているのは男性同性間

の感染です。学校での予防教育、性教育は、男女

間の予防のみで、男性同性間のことや、セクシュ

アリティーのことについては触れられることが少

ないというのが現実なので、おそらく今後もこの

若い男性同性愛の人たちには予防啓発が行き届か

ないというのが日本社会の現状と考えます。今後

同性間の感染については、もっと抜本的に教育と

か、あるいは社会環境の面での対策も考えないと

いけないと思います。

それからもう 1点、実は異性間の HIV感染者で

は、30歳未満と 30歳以上の報告数の推移では 30歳

以上のほうが増加傾向は高いんです（図8, 9）。す

（ 4 ）
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図7　日本国籍HIV感染者の年齢・感染経路別年次推移 
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なわちおじさんたちの間で HIV感染の報告は上昇

しているのです。そういう情報は実は一般には届い

ていないのではないかと思います。

例えば 2003年に中国に日本の某企業の人たちが

慰安旅行に行って売買春の問題が発生し、国際的な

ニュースになりました。今のこの時代で、日本の企

業がそういったことをアジアで行ってくるというの

は、日本の国内の HIV/AIDSの状況、あるいはア

ジアでもこれから HIV/AIDSはアフリカ以上に大

きくなるのではないかと言われている現状におい

て、どうも日本人には HIV/AIDSや性感染症の予

防といったことが伝わっていないのではないかと感

じられるのです。

年齢層の若い人でも確かに HIV感染者の報告数

は増えていますが、そこに焦点を絞ると今度はおじ

さん層が見えてこなくなる。現実的にはおじさん層

も HIV感染の報告数は増えているし、発症してか

ら報告されるエイズは 40歳代中心になっています。

そういったことを考えると 40歳代層へのHIV/AIDS

の啓発も必要というのが、今の日本の HIV/AIDS

の疫学的な背景ではないかと思います。ちょっと長

くなりましたけれども、こんなところでいいですか。

岩本 ありがとうございました。質問はいっぱい

あるんですけれども、質問すると市川さんばかりに

長くなるので一当たりお話していただきます。途中

でどうしても質問がある場合には、質問していただ

いていいと思うんですけれども。その次に池上さん

からお話しいただきます。NPO活動をされておら

れますけれども、その中で HIV/AIDSの問題につ

いて、どういう問題点を感じられておられるかとい

うことを伺いたいと思います。

Ⅱ. NPO活動を通じて感じたわが国の問題点

池上 自己紹介から。私のバックグラウンドは

「セクソロジー」なんですけれども、エイズが登場

した 1981年の直後に、そのセクソロジーを学ぶた

めにハワイ大学にゆきました。当時ゲイの間でエイ

ズが広がりセックスが絡んでいるということで、他

のセックスが絡まない疾患とちがって人々や社会の

対応がどうも冷静ではないということを目の当たり

にしまして、性と病気というのは非常に深いテーマ

だと気づいて関心を持ったのがきっかけなんです。

ハワイでNGO活動をやって、その必要性を痛感

して日本でも仲間とやっているわけです。横浜国際

エイズ会議が 1994年にありました。アジアで初め

ての国際エイズ会議だったのですが、それをきっか

けに NGO「ぷれいす東京」を仲間と立ち上げまし

た。ですからもうまる 12年になります。

「直接支援」「予防啓発」「研究／研修」という 3

本柱で 10年活動を続けてまいりました。そこで感

じることですけれど、「ほっておけない世界の貧困」

というのがありますが H I V/A I D S に関しては

「ほっておかれている日本の貧困」といえるのでは

ないでしょうか。

「ほっておかれている日本の貧困、HIV/AIDS」

というのは、まず HIV/AIDS予防啓発に関して行

政の予算が激減しています。感染者・患者報告数は

増えているのにです。それと一般的な無関心が蔓延

して深くなっているということがあります。無関心

というのを言い換えると、自分の周り、あるいは隣

に HIV陽性の人がいるかもしれないという前提が

どこにもない。いないということが前提になってい

るのではないかと感じます。

例えば私たちの「直接支援」というプログラムで

は、HIVを持っているとわかった人たちのための個

別相談とか、療養中の方にバディーを派遣するとか、

あるいは陽性の人たちが中心となって作るホーム

ページの運営、自助グループ活動、ピアグループ活

動等々をやっています。日本でしたら、拠点病院が

300もある。保険でお薬も使える。身障者手帳を入

手できる福祉制度もある。医療や制度としてはずい

ぶん整いつつあるけれども、ではNGOの直接支援

（ 5 ）
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へのニーズは減ったかというと逆に増えているの

です。

もう 4年ぐらいずっとですが、陽性とわかった方

の個別の相談ニーズが増えている。それはなぜかと

いうと、治療薬のおかげで HIVを持って長いこと

生活していく生活者となれたけれど、同時に多くの

課題をかかえますが、それらを安心して相談できる

体制が周囲にできていない。例えば HIVと共にい

きる生活者としての一番大きな問題というのは、い

かに生活を維持するか、あるいは再構築するかとい

うことですが、多くの場合、職場に感染のことを言

えていない。

言えていない中で通院・服薬を続けていくという

ストレスを抱えてしまうわけです。そういうことを

相談できる相手がいない。信頼できる会社の同僚に

言ったところ、人事に漏れてしまい今度は人事の人

がパニックを起こしてしまう例もあります。つまり

いないことが前提だったのに急にいるんだというこ

とを突き付けられると、準備ができていないのでど

うしていいかわからない。人事担当者が私たちのと

ころに駆け込んできて「どうしたらいいんでしょう」

というような相談もあります。

幸い、最初はどうやって退職させようかと慌てた

のに、じっくりお話ししたら「なんだ、そのまま受

け入れればいいんですよね」と変わってくださって、

それは大変ありがたいんですけれども、そういうプ

ロセスのための支援機関が NGOしかないのです。

しかもそういう支援に対して評価がなされないもの

ですから、無償ベースどころか手弁当でやらなけれ

ばならない。経済的な困難さというのはNGOの付

きもので、一向に解消しないのにニーズは山積みに

なるのです。

予防啓発というと、学校教育でと言われるわけで

すけれども、やはり学校の中には陽性の子供がいな

い、あるいはゲイの人はいないというのが学校教育

の前提になっているので、発しているメッセージが

曖昧になるし、求められている情報が提供されてい

ないと思います。予防啓発のための電話相談も 10年

やっていますが誤解や偏見は解消されていません。

HIVを持ったことが新たにわかった人たちと話し

ていても、例えばセックスワークだけが感染原因で

あるとか、恋愛関係なら感染しないといったような

誤解が蔓延していると痛感します。むしろ誤解を広

げてしまった。それというのも実際にウイルスは人

も選ばない、職業も選ばない、国籍も選ばないのに

そういう情報は実は提供されていなかった。あるい

は具体的な予防方法が伝えられていない。そして重

要な感染経路であるセクシャリティーのことについ

ても全く触れられていない。

性のことは語りにくいので、「差別はやめましょ

う」というスローガンでお茶を濁されているという

現実があると思います。ここにも、周囲にいないし

私とは関係がない、とりあえず教育をしなければい

けないけれども「自分の事」ではないと前提がある

と思います。

「研究／研修」というもう 1つの柱ですけれど、

私たちは HIV/AIDSというのは社会的な現象でも

あると捉えています。社会的な取り組みをしなけれ

ば有効な対策は講じられないということで、人材育

成が大切だと思っています。それは私たちと共に活

動する人たちの育成だけではなくて、予防やケアの

いろいろな場面で専門職も含めて HIVとかかわる

人たちにセクシャリティーについて、カウンセリン

グについて、プライバシーについてなど多様な研修

をしています。そういう人材を育てていくことは、

HIVだけでなく、いろいろな分野に有効だろうと思

います。

そういう重要なプログラム展開をしていると自負

はしているのですが、NGOがケアと予防の実績の

中から研修のプログラムを開発しますよね。つまり

ソフト開発ですけれど、やはりそれに対して経済的

評価がされない。だから行政予算がどんどん減って

いく中で「NGOに頼めば、大変お安くあるいは無

（ 6 ）
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料で何でもやってくれるのではないか」と、すごく

便利に使われる。そして「プログラムの開発と運営

には経費が掛かるんです」と言うと、「非営利では

ないんですか」なんてことを言われて。（笑）

非営利活動だって事務所の家賃は払わなければい

けないし、責任あるプログラムのためには専従が何

人も必要なわけです。その人件費とか家賃を全く考

慮されないのは、やはり日本においてはNGOの責

任あるプログラムが、プログラムとして認知されて

いないからだと思います。自発的に勝手にやってい

るという社会の認知レベルを超えるのがいかに難し

いかを実感させられます。

ただ問題点だけではなくて、この間大変いい意

味で変わってきたことは、ウイルスを持っている

人、当事者たちが自分たちの経験などをどんどん

生かして、予防啓発にしろ直接支援にしろ研修に

しろ、役立ててほしいという形の社会参画が活発

になっていることです。これは本人にとってもと

もに活動する側にとっても大変意味があるのです

が、活動のパートナーとして参画してくれる当事

者がすごく増えてきた。

その結果、「Living Together」というキャンペー

ンもできるようになったんです。日常活動の中で

「ウイルスより人がこわい、でも人はウイルスより

たくましい、すてきだ」と実感させてもらえること。

ここが民間活動をやめられない原因といいますか、

（笑）「苦しい」「難しい」「あれもだめなの、なぜ？」

とか言いながらなぜ続けているのかということにな

りますと、そこら辺かなという感じがしております。

岩本 ありがとうございました。次に宮田さんに

お願いします。先ほど池上さんの話の中に出てきま

したけれど、日本では 1994年にアジアで初めて国

際エイズ会議があったわけです。今年の 7月にアジ

ア太平洋のエイズ会議が開かれ、その中で非常に大

事な役割を果たされた宮田さんに、国際的な状況の

中でこの 10年ぐらいの間における日本の状況と

いった観点でお話しいただければと思います。

Ⅲ. 世界から見た日本

―この10年でどうかわったか―

宮田 では自己紹介から。産経新聞の論説委員の

宮田と言います。私は 1987年の 1月に神戸で日本

国内初の女性のエイズ患者症例というのが報告され

たときに、ちょうど社会部の厚生省担当記者だった

のでそこからHIV/AIDSの取材を始めました。

「何でいつまでもやっているの？」ということを

よく聞かれるのですが、逆に私にとってみれば大変

な問題だということで取材を始め、その問題が一向

に解決していない。むしろ事態は深刻化していくと

いうことなので「何でやめちゃうの？」というほう

が不思議な感じがします。

今日は、1994年 8月に開かれた横浜の第 10回国

際エイズ会議と 2005年 7月の神戸の第 7回アジ

ア・太平洋地域エイズ国際会議という 2つの大きな

国際会議の 10年あまりの間に、世界と日本の状況

はどう変わったかという非常に大きなテーマを与え

られて、そんなことをしゃべれる人は世界中に誰も

いないという感じですけれども、私なりにちょっと

資料を作っておきました。これもまた参考にしてい

ただけたらいいと思いますが、かいつまんで話をし

ます。（表1）

私は 93年 3月～ 96年 8月まで産経新聞のニュー

ヨーク支局に勤務していたので、残念ながら 94年

8月の横浜の国際エイズ会議のときには日本にいま

せんでした。したがって横浜の会議の様子は伝聞で

しか知らないのですが、当時のニューヨークのエイ

ズアクティビストたちもこの会議には関心が高く、

たくさん参加しています。

会議の一カ月ちょっと前にニューヨークではス

トーンウォール暴動 25周年という大きなイベント

がありました。これはニューヨークのグリニッチ・

ビレッジのストーンウォール・インというゲイ・
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1994年 8 月 

1996年 1 月 

1996年 7 月 

6 月 1998年 

2000年 1 月 

7 月 

2001年 6 月 

2002年 1 月 

2003年 12月 

2004年 7 月 

2005年 7 月 

横浜、第10回国際エイズ会議 
　HIV陽性者およびNGOの参加を促進するためのオフィスも特別に設けられ、HIVコミュニティの広範な参加
によって成立する会議であることが強く印象付けられた。こうした動きが 12月のパリ・エイズサミットにおけ
るGIPA原則の採用に向けた大きな流れを生み出していった。一方、治療に関しては、薬剤耐性ウイルスの出現
や副作用により、AZTを中心にした抗HIV薬の治療効果に疑問がもたれ、前途に明るい展望は見られなかった。
米国などでは長期化するHIV/AIDSとの闘いに対する厭戦ムードも強まった。
 
ワシントン、米国エイズ会議 
　ワシントンで開かれた米国エイズ会議でカクテル療法の効果が話題になる。95年 12月には当時のクリントン
大統領が全米のエイズ研究者、アクティビストをホワイトハウスに招き、米国はエイズの治療の研究に力を入れ
ると約束した。大統領選挙前年のこのパフォーマンスは、カクテル療法の効果に関する情報が大統領のもとに入
っていたからではないかと思われる。
 
バンクーバー、第11回国際エイズ会議 
　治療に関する希望が大きく開け、バンクーバー会議では「一つの世界、一つの希望」が標語になった。これに対
し、治療薬が手に入らないアフリカなど途上国からは「どこが一つの世界で、どこに一つの希望があるのだ」と反
発の声が起きた。治療に対する希望は逆に途上国のエイズの流行の深刻さを再認識させることになった。
 
ジュネーブ、第12回国際エイズ会議 
　先進国と途上国の治療のギャップが一段と鮮明になる「ブリッジング・ザ・ギャップ」がテーマだったが、橋が
かかるどころか、ギャップの大きさを再認識する結果になった。
 
ニューヨーク国連安保理でエイズ対策集中討議 
 米国が議長国となった 2000年 1月の国連安保理はアフリカ問題を一カ月間、集中的に討議することになり、そ
の最初のテーマとして 1月 10日にエイズ問題が取り上げられた。途上国、とりわけアフリカのエイズの流行の深
刻さが認識され、その後のグローバルなエイズとの闘いを方向付けるきっかけになった。
 
ダーバン、第13回国際エイズ会議 
　「沈黙を破れ」をテーマにして開かれたダーバン会議では途上国のHIV陽性者が治療のアクセスを強く求めた。 
 
沖縄、九州沖縄サミット（主要国首脳会議） 
　エイズを中心とする地球規模の感染症対策が重要課題として取り上げられ、日本は沖縄感染症対策イニシアチ
ブ（IDI）を発表。当時の森喜朗首相が、途上国の感染症対策には新たな追加的資金が必要であることを各国首脳
に呼びかけた。
 
ニューヨーク、国連エイズ特別総会 
　締切時間を設けた対策目標であるコミットメント宣言が全参加国の賛成で採択された。
 
ジュネーブ、世界エイズ・結核・マラリア対策基金発足 
　途上国の感染症対策を支援するための新たな資金メカニズムが誕生した。
 
3バイ5構想実施計画スタート 
　WHOとUNAIDSが提唱する 3バイ 5構想（2005年末までに途上国の 300万人に抗レトロウイルスを提供）が動
き始めた。
 
バンコク、第14回国際エイズ会議 
　2万人が参加する巨大会議。タイ政府が国家プロジェクトとして開催。「アクセス・フォー・オール」をテーマ
に治療へのアクセスが一段とクローズアップされた。「約束はもういらない。必要なのは実行することだ」という
声も聞かれた。
 
神戸、第7回アジア・太平洋地域エイズ国際会議 
　アジア・太平洋地域のエイズの流行の本格化に対する強い危機感が、日本政府以外のすべての参加者に共有さ
れた。アジア・太平洋地域はいま分岐点に立っており、「いままで通りのやり方」では現在の危機的状況に対応で
きないこと、予防と治療・ケアを両立させた包括的対策のスケールアップが急務であることなどが強調された。
日本政府は「いままで通りのやり方」を尊重し、厚生労働大臣の開会式ドタキャンという鮮やかな政治的意思を
示すことで日本の現状を参加者に伝え、会議の成功に貢献した。
総選挙ではどの政党もマニュフェストにエイズ対策を取り上げることはなかった。 

表1　横浜から神戸へ －－HIV/AIDSをめぐる国際的動向－－ 

出典：宮田一雄氏 



バーが手入れを受け、それを機に同性愛の人たちが

激しい抗議をして暴動状態になったという有名な事

件です。

その 25周年ということで主催者発表 100万人と

いうパレードが、国連本部からセントラルパークま

であったりして、ニューヨークのエイズアクティビ

ストは非常に盛り上がっていた。その頃ニューヨー

クに伝えられていたのは、「日本はひどい国なん

だって」ということでした。「HIV感染者は日本に

いると生活できないので、みんな太平洋をボートで

こいで渡ってきてアメリカで治療を受けている」と

いうようなことを書くアメリカの雑誌もあり、

ニューヨークの ACT UPというグループのメン

バーにも、とにかく日本というのはひどい国だから、

ひとつおれたちが行って教えてやろうかみたいな感

じがありました。

「そんなことはないんだ、とにかく見てきてくれ。

会議でデモやったりして暴れまくるのもいいけれ

ど、誰の足を引っ張ってよくて、誰の足を引っ張っ

てはいけないかぐらいはちゃんとみきわめてほし

い」というようなことを言って送り出したんです。

帰ってきた人たちに「どうだった？」と聞くと、

「素晴らしかったよ」という感じで、これはどうし

てかと言うと、横浜会議では HIV陽性者やエイズ

関係のNGOの方の参加を積極的に促進した。経緯

はいろいろありましたが、参加を促進するための専

門のオフィスもつくられて、日本のNGOを代表す

る人物ということで池上さんがそのオフィスの代表

をされていました。

もともと国際エイズ会議というのは医学の学会的

な性格のところから出発したんですが、横浜の 10

回目、あるいはその前の 7、8回目ぐらいから、か

なり HIV陽性の人が積極的に参加するようになっ

てNGOの参加も増えている。その流れが決定的に

オフィシャルに大きなものになったのが横浜の会議

だったと思います。その意味で 1994年の会議は画

期的であった。会議の大きな盛り上がりがその年の

12月のパリ・エイズサミットという各国の保健大

臣クラスが参加したエイズサミットに引き継がれて

GIPA原則が共同宣言で採択されました。

GIPAは「Greater Involvement of People Living

with HIV/AIDS」の略で、HIV陽性者の積極的な参

加の促進という原則です。政策決定過程には企画段

階から HIV陽性者を入れろ、いろいろな対策の実

施にあたっても HIV陽性者を必ず参画させろとい

う大きな流れが生まれていった。

ただし一方で 1994年当時は治療という面から言

うと非常に落ち込んでいたときで、80年代の終わ

りから AZTを中心にした抗HIV治療薬の治療効果

が非常に期待されていたのに耐性ウイルスが出てく

るとか、副作用があるとかいうことで、どうも治療

の前途は暗いぞといった感じになっていた時期なん

です。

そういう厭戦ムードの中で長いことエイズとの闘

いの先頭に立ってきた HIV陽性者のリーダーたち

が死んでいくというような状態でした。いわば困難

な後退戦を必死になって支えている状態だった。そ

こから生まれてきたのがGIPAの原則だったんです

が、そういう 94年の会議からだいたい 2年ぐらい

して状況が大きく変わりました。

最初に報道されたのは 1996年 1月にワシントン

で開かれた米国内のエイズ会議での報告でした。こ

のときにはアメリカは国内で国際エイズ会議が開け

なくなっていたので、米国内のエイズ会議を開いた

んですが、その会議でいわゆるカクテル療法の効果

が話題になった。さらに同じ年の 7月のバンクー

バーの第 11回国際エイズ会議でも注目されて、ほ

ぼその効果は間違いないだろうというような感じに

なって一気に希望が出てきたわけです。

バンクーバーの会議では「1つの世界、1つの希

望（one world, one hope）」というのが標語のよう

になっていたんですが、これに対して今度はアフリ

カを中心に途上国から、いったいどこが one world

でどこに one hopeがあるんだという強い反発が出

ました。確かに治療の進歩によって助かるのではな

いかという希望が出てきた。でも、それは治療薬を

継続的に使える人、つまりある程度経済的に余裕が

ある先進国のHIV陽性者にとっての希望であって、

途上国ではそんな薬は手に入らない。どんどん死ん

でいく。

こういう命の格差みたいなものが、治療の進歩に

よって逆に鮮明になってしまったということで、こ

のあたりから途上国の流行が非常に深刻なんだとい

うことが注目され、2年後のジュネーブの第 12回

国際エイズ会議では「ブリッジング・ザ・ギャップ

（ギャップを埋めましょう）」という標語に変わって
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いったんです。

さらにそうした認識が、一気に世界の指導者にま

で広がっていったのが 20世紀末の 2000年～ 21世

紀初頭にかけてで、まず 2000年 1月 10日にニュー

ヨークの国連本部で安全保障理事会のエイズに関す

る集中討議がありました。安保理というのは 1カ月

交代でアルファベット順に議長国が代わりますが、

たまたま 2000年 1月はアメリカの番だった。

当時はコソボ紛争も一段落しており、何をするか

ということで議長国アメリカはこの 1カ月をアフリ

カ月間にしました。アメリカの大統領選が 2000年

11月にあるので、民主党の次期候補であるゴア副

大統領としては、アフリカ系アメリカ人の票をが

ちっと固めておきたいという政権事情もあったので

はないかと推測されますが、とにかくアフリカに焦

点があてられることになりました。

その 1カ月のトップバッターがエイズ対策でし

た。まる 1日かけて各国が演説をした、日本も演説

をした。それを通してアフリカを中心にした途上国

のエイズの流行の深刻さが認識され、これは何とか

しようということになったわけです。

その半年後の 2000年 7月には南アフリカのダー

バンで、第 13回国際エイズ会議が開かれました。

横浜がアジアで初の会議だったのと同じように、

ダーバンはアフリカで初の国際エイズ会議だったの

ですが、そこでの標語は「沈黙を破れ（Break the

Silence）」。とにかくアフリカのHIV陽性者は黙っ

ていたのでは自分たちはどんどん死んでいってしま

うというので、治療を受けたいというデモや激しい

抗議もあって、途上国の HI V陽性者がクローズ

アップされました。

それから同じ月なんですが、日本でG 8の九州沖

縄サミットがあって、ここでは地球規模での感染症

対策が重要課題として取り上げられました。当時の

森喜朗首相が途上国の感染症対策には、新たな追加

的資金が必要であることを各国首脳に呼びかけて、

それがG 8諸国の共通認識になりました。この呼び

かけが後に世界エイズ・結核・マラリア対策基金に

つながっていくわけです。

翌年 2001年になると 6月 25日から 27日まで、

ニューヨークで国連エイズ特別総会が開かれて、コ

ミットメント宣言が採択された。これは 2003年、

2005年、2010年と 3種類の締め切り時間を設けて

対策の実施を各国が約束するという宣言でした。そ

ういうことでどんどん、HIV/AIDSのパンデミック

（世界的流行）は大変な問題である。医学だけでは

なくて世界の経済、政治、安全保障、文化すべての

面に影響を与える大きな現象であるということが認

識されて、地球規模の対策が取られるようになって

いきました。

その結果、世界エイズ・結核・マラリア対策基金

が 2002年 1月に発足し、途上国の感染症対策を支

援する新しい資金メカニズムが誕生した。その次の

年にはWHOと UNAIDS（Joint United Nations

Programme on HIV/AIDS :国連合同エイズ計画）

が「3バイ 5構想」を提唱しました。今途上国には

緊急に抗レトロウイルス治療を必要とする人が 600

万人いるんですけれども、少なくともその半分の

300万人には 2005年末までに治療を提供できるよ

うにしようという計画です。

2004年 7月にはタイのバンコクで第 14回国際エ

イズ会議が開かれ、2005年 7月に今度は神戸で第 7

回アジア・太平洋地域エイズ国際会議が開かれると

いうことで、アフリカの非常に深刻な現状と共に、

世界人口の 6割を占めるアジアに対する関心も高

まっています。HIVの感染が急激に増加していると

いう事態の深刻さが認識されるようになってきまし

た。その意味で 2005年 7月のアジア・太平洋地域エ

イズ国際会議というのは非常に重要な会議でした。

ここで特筆すべきなのは、この会議が政府主催で

はなく、研究者とNGOとHIV陽性者が力を合わせ

て何とか開催にこぎつけたことです。いわゆる日本

の HIVコミュニティーという、あったのかなかっ

たのかも分からない、吹けば飛ぶような存在だった

ものが、あまり大きな政府の支援を受けることなく、

どちらかと言えば冷たい仕打ちを受けた時期もあり

ましたが、それにも耐えつつ会議を開いた。しかも

開会式の日に厚生労働大臣が国会の都合で来られな

いというアクシデントがあった。世界中から集まっ

た参加者が「何て日本の政府というのはひどいんだ」

「そのひどい政府の下で君たちはよくこんな会議が

開けたね」と組織委員会に同情が集まり、厚生労働

大臣の開会式ドタキャンというアクシデントのおか

げで会議が成功するという、非常に皮肉と言えば皮

肉な結果になりました。

この結果を生かすべく、これからどうやっていく
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のかというのは今私たちの課題で、日本は不況が

ずっと続いていたとはいえ、世界有数の経済力を持

ち、グローバルな HIV/AIDS対策に対する貢献度

は非常に高い、評価も高い。ところが一方で国内の

エイズ対策は、先ほど市川先生や池上さんがご指摘

のように、非常に関心も低く予算も削られている。

国民が関心を持たないものに、多額のODA資金を

税金で出し続けるということが可能なのかどうかと

いうことも含めて、日本のエイズ対策は、もう一度

ここらで立て直しを図る必要があるのではないかと

私は思います。

岩本 ありがとうございました。それでは伊藤さ

んにお願いしたいと思います。国際貢献として日本

がやってきた話が出ましたけれども、そのあたりを

少しおまとめいただければと思います。

Ⅳ. わが国のエイズに対する国際的な貢献

伊藤 私は日本国際交流センターという、設立

35年になる民間の財団法人に勤めております。「国

際交流」というと、例えば留学生を受け入れたり姉

妹都市交流などを思い浮かべられるかもしれません

が、私どもは、この言葉をちょっと広めにとらえて

おりまして、国際関係やグローバルな課題を巡る各

国のオピニオンリーダーの国際対話や共同研究を

オーガナイズしている組織であります。

私自身に関しましては、担当していた 2つのプロ

ジェクトがきっかけで、このエイズの世界にかかわ

りを持つようになりました。今から思うと全くの偶

然でした。アメリカの企業で社会貢献のテーマとし

てエイズに大変関心を持っている企業がありまし

て、1997年からその企業の財団と私のセンターと

が連携をして、日本のNGOの方々に資金助成をす

るという仕事をしておりました。助成の対象分野は、

英語で言うと「social justice」というのですが、社

会正義と訳しています。福祉の概念とはちょっと

違って、社会的に不公正な立場におかれている人々、

社会の辺縁部にあってフルに社会に参画できないよ

うな方々を力づけ背中を押してさしあげるというよ

うな助成プログラムだったのです。

具体的なテーマとしては、97年当時に見え始め

てきた大きな社会問題は、ドメスティック・バイオ

レンスの問題ですとか、ホームレス、児童の虐待、

薬物依存などがありました。あるいはドメスティッ

クバイオレンスの前にはストーカーという問題もあ

りました。そういう大変重い社会課題ばかりを扱う

助成プログラムだったんですが、その中にエイズが

1つ大きな柱としてあったんです。これはもともと

のドナーであるアメリカの企業が、サンフランシス

コが本社の企業だからです。ご存じのように、サン

フランシスコは同性愛者の大変多い町でして、その

企業にとってはエイズの問題というのは自分たちの

コミュニティの死活問題だという意識が非常に高い

んです。名前を申しますとジーンズのリーバイスな

んですけれども、たぶん世界の企業の中で一番最初

にエイズの問題に企業として取り組み始めた会社だ

と思います。

エイズをはじめいろいろな分野のNGOの方々か

ら助成金の申請書をいただきまして、年間 100件、

山積みの申請書を読んでおりました。最初は全くの

素人でしたので、何も知りませんでした。エイズ

NGOの皆さんから出された申請書を読んで勉強し

てきたようなものです。正直申しますと最初は申請

書を読むことに大変抵抗がありました。微妙な性の

問題を扱っていたり、あるいは感染者の当事者の皆

さんから上がってくる申請書は大変内にこもったも

のが多くて、客観的に審査員を納得させられるよう

なものが非常に少ない。また、申請書の紙の間に

「こういうものを作りました」と啓発用のコンドー

ムのパッケージが入っている。普通は日常の仕事の

場で触れることはありえないわけですから、最初は

大変抵抗があったのは事実なんです。

ところがこれを 1、2年やっている間に大変面白

いと思うようになりました。というのはいろいろな

分野のNGOの活動を拝見している中で、エイズ分

野ほど、NGOでなくてはできないことがクリアに

見えてくる分野はなかったんです。NGOならでは

と言いますか、硬い言葉で申しますと行政に対する

民間非営利組織の比較優位性とでもいいましょう

か。ホームレスや障害者やドメスティックバイオレ

ンスなどの分野よりもエイズの場合が非常にクリア

でした。それでこの分野が面白いと思ってのめり込

んでいったのが最初のきっかけです。7年ほどこの

助成プログラムを運営しながら、いろいろなNGO

の方と知り合いになり、事業をお手伝いしたり、全

然関係ない分野の人を引き合わせるような仕事をし
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ておりました。

先ほど 2つと申しましたが、もう 1つ昨年からこ

のエイズにかかわり合いを持つようになったのが、

先ほど宮田さんから何回か話がでました世界エイ

ズ・結核・マラリア対策基金という国際機関の仕事

でございます。この基金は、エイズ・結核・マラリ

アという 3つの感染症対策のためだけに資金を提供

する基金です。国連機関ではなくG 8先進国サミッ

トの主導でスイスに設立され、97%ぐらいは政府系

の資金ですが、例えばゲイツ財団のような民間財団

も大きな資金を出していますし、細かい資金では例

えばレアル・マドリードのようなサッカーチームが

試合の売上金を寄付するとか、いろいろな形の寄付

が集まり始めています。

この基金は、国連機関のように大きな組織にしな

いというのが最初からの約束事でございまして、集

めた資金はできるだけ途上国に流していく。だから

事務局機能はできるだけ小さく保つ。何十億ドルと

いう大きな資金を扱っているのに 100人程度しかス

タッフがいないんです。それでやはり資金調達や広

報面で手が回らないということで、基金の応援団を

先進国につくろうではないかということになった。そ

れで日本とアメリカとヨーロッパに 1つずつ、世界

基金を支援する民間の組織が 3つできたわけなんで

す。世界基金支援委員会、英語で言うと「Friends

of the Global Fund」と言いますが、私共のセン

ターで日本の委員会の事務局をつとめています。

委員会は、基金本体とはオフィシャルな関係は何

もありません。資金も人材も独立しています。世界

基金を盛り立てて、世界基金と世界基金の到達しよ

うとしている感染症対策の目標に対して側面支援を

していくという仕事です。岩本先生も委員になって

くださっています。

自己紹介が長くなりましたが、日本の対外援助政

策の中でのエイズへの取り組みについてお話ししま

す。先ほど横浜の国際エイズ会議が 1994年という

話が出ましたが、ちょうどこの 1994年から今まで

の 10年余りの間、日本の対外援助政策の中でエイ

ズは常に重点項目の 1つに挙がっております。

具体的には 94年から 7年間は「人口・エイズに

関する地球規模イニシアティブ」という名前の政策

がありまして、それを引き継いで 2000年の沖縄サ

ミットで「沖縄感染症対策イニシアティブ」が出さ

れ、この 3月に 5年間が終わったところです。そし

てこの 2005年 5月からは「『保健と開発』に関する

イニシアティブ」と、この継続した 3つの保健関連

のイニシアティブの中でいずれもエイズが重点項目

として挙げられております。1つの疾病で大きく取

り上げられているものとしてはたぶん特殊だと思い

ます。

ただしどうも印象が薄い。受益国からもあまり認

識されていないような気がしますし、国内でも日本

がエイズに対してものすごく援助しているという意

識もないのではないかと思います。いくつかの原因

があると思うんです。ひとつには、日本のODA政

策一般がどうしてもインフラ重視なんです。感染症

対策といっても病院を建てたり、感染症は水がとて

も重要なので、安全な水をつくるためのインフラの

工事も入ってきますので、全体としてそういう大型

のインフラ工事の予算が大きくなってしまうので、

純粋にエイズ対策として分類できるような事業の割

合が大変少なくなってしまう。

手元の資料ですと、沖縄感染対策イニシアティブ

で、今まで約 41億ドルを援助しているんですが、

そのうちエイズ事業は 10%に満たないんです。つ

まり 4億ドル弱。このぐらいしかないというのが現

状であります。そういうインフラとの差、割合感と

いうのが認識の薄い 1つの原因だと思います。

2つ目は他国との比較です。割合が低いとは言っ

ても分母が大きな数字ですから、額としてはかなり

の援助額になります。正式な統計は出されていない

んですけれども、いろいろな資料をかき集めてみま

すと、94年から現在まで日本政府のODAの対外援

（ 12 ）
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助と、世界基金への拠出の中でエイズ対策事業の割

合いを考えると、だいたい日本はこれまで 7億ドル

ぐらいエイズ対策事業に援助をしているのではない

かと考えられます。日本円にすると 800億円という

大変大きな規模なんです。

これは確かに大きいんですが、実際に他の国と比

べてみるとどうか。アメリカですと感染症という包

括的なものではなくて、エイズだけに絞り込んで 5

年間で 150億ドルという大変大きな金額の援助政策

を打ち立てています。イギリスも 3年間でエイズだ

けに 27億ドルという金額を打ち立てております。

日本も相当の金額を援助しているんですけれども、

やはり他の先進国、特に米英と比べると相対的には

低くなってきてしまう。こういうところが 1つの認

識が薄い原因だと思います。

もう 1つはこれはよく言われるんですが、人材が

いない。アメリカのように国内問題としてエイズが

大きくなかったのでエイズ対策の知見が国内に十分

蓄積されていない。海外に援助活動に行ける医療専

門家も少ない。NGOも育っていない。そういう中

でどうしても顔の見える支援ができないということ

で逆に言うと、日本がかつて強かった結核対策です

とか、ポリオですとか日本の知見を生かせるような

感染症全般で援助したほうが日本としては得策なの

ではないかという考えがあり、より包括的な感染症

対策ということになっているんだと思います。

今政府の対外エイズ政策について、これでいいん

だという人と、インフラだけではなくてもっと具体

的なエイズ対策を重視すべしという人といろいろな

意見があると思いますが、皆さんどんな立場の方も

意見が一致するのは、とにかく人材を育成しなくて

はいけない、ということです。海外でエイズ対策が

できる国際保健の人材を育成しなくてはいけないと

いうのが、おそらく今誰もが口をそろえておっ

しゃっていることだと思います。

もう 1点お話ししたいのは、先ほど申しました世

界エイズ・結核・マラリア対策基金についてなんで

すけれども、日本政府は今年の 6月にこの基金に対

して当面 5億ドルという大変大きな金額を出すこと

を発表しました。私どもの委員会は、この決定に直

接的に貢献したというわけではないですが、日本委

員会という多様な有識者が集まる場ができたこと

が、1つの追い風になったのではないかと自負して

います。

ただ先ほどからご指摘のように、外にばかりお金

が行って、日本国内のエイズ対策はほっておかれて

いるという現状は確かに私も憂いていることであり

ます。「なけなしのお金をさらにまた海外に持って

行くのか、日本はどうするんだ」ということをいつ

か宮田さんに言われたことがありますね。世界基金

支援委員会なので基本的には途上国の感染症問題を

扱いますが、この問題は国内だ国際だと切れないん

です。政府であれば、こちらは外務省、こちらは厚

労省と縦割りになっているのでどうしても分けて考

えざるを得ないのでしょうが、我々のような民間の

組織は両方できるところがいいところです。途上国

のエイズの話をする時にも、「でも実は国内でも感

染は増えているんですよ」という足元の話を必ず入

れるようにしています。

企業の方にしてもそうです。企業向けには、日本

企業が進出しているアジアや中国のエイズの現状を

お話しすることが多いのですが、日本でも 90年代

に多くの大企業は職場のエイズ政策を作られていま

すね。国内でもアジア諸国と同じような状況で感染

が増えている。中年の男性の感染が増えているんだ

というような話を必ず入れるようなことにしていま

す。そういうことで相乗効果が出てくればいいなと

考えています。

Ⅴ. ハイリスクの人たちにどうやって

予防メッセージを伝えるか

岩本 ありがとうございます。大体一当たりお話

しいただいたんですけれども、もうここからはそれ

ぞれ入り乱れてお話しいただこうと思います。中で

も話題になっていますのは、やはり国内問題が少し

置き忘れられているということですね。先ほど市川

さんの話の中で 1つは若い人たちの、特に若い人た

ちの中で男性同性間の方々の感染が増えているとい

うことがありましたけれども、そういうところに

メッセージというか、情報がちゃんと届いていない

のではないか。

あるいは逆におじさんもほっといていいかという

と、おじさんも決して大丈夫な世代ではなくて、そ

の人たちにも必ずしも情報が行っていないのではな

いかという気がいたします。そういう予防メッセー
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ジをもう少し効率よく上げていくにはどんなことを

したらいいかとか、そういう面からいかがですか。

市川 男性同性間では、この 5、6年ぐらいのと

ころでだいぶ状況が変わってきています。池上さん

が言ったように、NGOの人たちが組織を通して自

分たちの力や自分たちの意識とかを、自分たちのコ

ミティーや仲間達に伝えていくという方法を開発

し、届けていくということを今は少しずつですがで

きるような状況になってきていると思います。

ただそれを社会がきちっと支援しているかという

と、そうではないと思います。例えば最近は行政の

人もだいぶ理解してくれるようになってきつつあり

ますが、ゲイの人たちのエイズ対策というものに行

政として支援をしてほしいとか、取り組んでほしい

ということを言うと、税金は国民のためにあって、

一部の人のために使うことはなかなか難しいという

話がよく出てくるんです。僕はゲイの人も市民、国

民なので同じようにそういう対策を立てることは別

に問題ないのではないかということを言っています

が、なかなか行政としてはそういう取り組みができ

ないということがあります。

一方で、学校教育を見ても、ゲイの人たちの問題

を取り上げるというのは学校では大きな問題にな

る。保護者からもクレームが来るのではないかとか

いろいろなことを問題にしている。結局ゲイの人達

の問題というのはどこも取り上げてくれなくて、置

き去りになっていってしまう。そういう中でどうし

たらいいかというと、結局は自分たちが自分たちの

ボランティア組織を作って、自分たちの仲間に伝え

ていくという方法しか取らざるを得ないのが現状だ

と思います。

自分たちの目線で、自分たちの言葉で、自分たち

の方法で、同性愛者の人たちに予防のメッセージ、

あるいは医療とかの情報を伝えていくようなことを

していくしかないというのが、今の状況だと思うん

です。ただ、幸いなことにそういう方法は、本来行

政が啓発資材を作って配るよりも、ずっと効果性の

高い啓発を生んでいるということにもなっています。

私は同性間で感染が増えている現状は、1つは積

極的な対策をしてこなかった、同性愛者の人たちに

向けた対策に取り組んでこなかったということに、

大きく原因があると思っています。例えばぷれいす

東京とかいくつかの団体は、同性愛者のための予防

プログラムをやっています。90年代の頭ぐらいか

らいろいろなプログラムを自分たちで考えて啓発し

てきていますが、その活動への支援はその頃十分に

されていない。せっかくいい資材を作ってもそれを

拡大していく予算を計上していない。そういう意味

でのNGO評価がされていないということも日本の

今までの十何年間のエイズ対策の問題点ではないか

と思います。

同性間の感染を予防するためには、同性愛者の人

たちが自分たちの目線で作る資材開発と普及活動を

支援すること、そして組織運営を活性化していくよ

うなエイズ対策を立てること、そういうことを日本

では今後していかないと、十分に同性間へのエイズ

啓発は普及していかないだろうと思います。

一方でおじさん層ですね。これは非常に難しい問

題だと思います。

Ⅵ. 同性間の問題を社会の中に

どう取り込んでゆくか

岩本 ちょっとおじさんの話は置いておきましょ

うか。ゲイの人たちの話から言うと、この数年間だ

けで見てもテレビとかマスコミでわりとある意味で

はゲイの人たちはむしろ出やすくなっていますよ

ね。ところがそういう中へゲイの人たちの集団の中

には、非常に今 HIVが多いんだというメッセージ

はある意味、公には入れにくい部分もあるのではな

いでしょうか。

確かに感染が広がっているのはゲイの人たちの間

ですが、ゲイの人たちは一部テレビでは最近よく出

ているではないですか。その人たちにエイズという

イメージだけくっつけたら、これまた変になります

よね。

市川 テレビで出ている KABA.ちゃんとかいろ

いろありますよね。

岩本 いろいろな人がいますよね。最近、土曜日

の 7時頃のテレビでびっくりする人が出ています

が。（笑）

宮田 ハードゲイ。

市川 いろいろそういう人がテレビやマスコミに

最近はかなり出てきていますが、あれが同性愛の人

たちの典型だと思われてしまうと、そうではないと

思います。HIV感染という問題を日々抱えている人

（ 14 ）

14



もいる。自分がゲイであることを親にカミングアウ

トしている人は調査によれば 10%程度なんです。

お母さんに言えても父親になると 2～ 3%程度です。

自分のセクシュアリティーを親にも言えない。親に

言えなかったら誰に相談するか、友達しかいないで

す。友達といってもヘテロセクシュアルな友達が理

解してくれるかということもあってなかなか友達に

も打ち明けにくいです。そういう社会環境の中に生

活しているというのが、彼らの現状でもあります。

ですからマスコミが芸能的な面白さということだ

けで出しているものと異なって、自分の中で抱えて

いる性的なことをオープンにできるかといえばそう

ではないという問題があります。私は今までエイズ

発生動向の中で、同性間の問題を認識していますが、

国とか行政とかにはその点を話しはしても、マスコ

ミにはなるべく言わないで来ました。例えば HIV

感染者の 60%が男性同性間感染ということを今年

初めて動向委員会が公表していますが、そういう数

字をマスコミに話すと、マスコミは日本ではエイズ

はゲイの間で流行していると報道する。すると、ま

たそこで社会での偏見になってしまう。そして結局、

自分たちのコミュニティーの中にエイズ啓発をしよ

うという意欲をそいでしまいます。

日本でエイズサーベイランスが始まった時、エイ

ズ患者の第 1号が男性同性愛者であるという報道が

85年頃に出ました。もちろんアメリカでもエイズ

はゲイの人たちの中で最初に問題になったという

バックグラウンドもありますが、その報道がゲイの

人たちへのバッシングにも関連したと思います。私

達疫学研究者も、あるいは医療の問題でもそうだと

思いますが、同性愛者のHIV感染を取り上げると、

報道では何か特異的な取り上げ方をされ、彼らの生

活とか、あるいは彼らへの社会の偏見とかいったも

のがどうしても出てくる。こうした面を考えると、

この数年間はエイズに関して同性間の話はなかなか

マスコミには言えないということが私にはありまし

た。彼らの健康問題を言えない社会というのは私は

問題だと思うので、マスコミがきちっと同性間の社

会的な問題ということを、感染が増えているのが問

題ではなくて、感染が増えざるを得ない状況や、あ

るいは支援が十分でないバックグラウンドが日本に

あるということを伝えないといけないと思うんで

す。そういうこともたぶん同性間で増えてきている

バックグラウンドとして大きくかかわっていると僕

は思います。

岩本 ある意味テレビで非常に取り上げられる

人たちというのも、あの人たちは特殊な人たちだ

というレッテルを貼られている部分があるのかも

しれない。

市川 特殊というより、あれはあの人たちの色で、

彼らが HIVの話をするかと言ったらたぶんそうは

いかないし、それをすることが予防につながるわけ

ではないです。

岩本 予防につながるわけではないように思いま

すね。

市川 やはりきちっと行政なり、我々医療関係者

がNGOの人たちと一緒になってこの問題にどう取

り組むかという話をする、それをマスコミが取り上

げていく、こういうことをかなり時間をかけて繰り

返してやっていくことをしないと、社会の中での取

り上げ方は進まないのではないかと私は思うんです。

岩本 このことでもう少し何かありますか。

Ⅶ. 日本人の認識不足をどう埋めるか

池上 ゲイだけではないと思うんです。マスメ

ディアはやはりイメージを創って売るというか、売

れるイメージが拡大されていくというか。性感染

だって、女性と性感染だったら売春としか結び付け

られていないし、若い女の子が遊んでいるという映

像しか登場しないです。そうではないんだというこ

とをいかにわかってもらうか、というところが私た

ちの課題なんです。ぷれいす東京にもゲイグループ
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があるのでそういう話は出ますけれど、メディアで

出ているイメージはゲイにしろインターセックスに

しろニューハーフにしろ「受ける」ステレオタイプ。

あのイメージはあれで致し方ないというか。「あ

あいう人もいるわよね」という形で一般の認識が広

がることはあるんだろうし、それはそれでいいとい

う面もあるけれども、そこに頼れない。ああいう形

での認識の広がりも仕方ないけれど、決してそれだ

けではないというところを、常に当事者たちは感じ

ているわけです。そこら辺をどう埋め合わせをしな

がら、本当の対話を容認させていくかというのが、

当事者たちが一生懸命模索しているところです。そ

ういう意味で今だったらマスコミというよりも IT

関係とかサイトとかネットとか、自分たちの媒体と

か、ツールとか、そういうところがやはり力を持っ

ているし、有効になっているんだろうと思います。

市川 池上さんの話の通りです。ゲイの人たちを

例に挙げればそういうことになります。日本に住ん

でいる外国国籍の人たちも同じように、例えばエイ

ズ患者が外国国籍で 92年に一時増えました。あの

ときは外国人が問題になっていて、マスコミも外国

人ということの問題で取り上げていました。日本の

中でのエイズの話ではないんです。

例えば援助交際の話がありますよね。これもテレ

ビでときどき援助交際の女性をインタビューしてい

るのが出ているけれど、それがある種リスクの高い

人たちというイメージで報道されている。彼女たち

やあるいは外国人の人たちに関連する社会性の問題

は、どう表現しているかというと、これは全然見え

てきていないと思います。

エイズの場合、感染の受けやすい人というのは世

界的に見ると非常に貧困な途上国の人達で、女性で

セックスワークをしないと家族を養えないような人

たち、そしてドラッグに依存してしまった人という

ことになります。日本もたぶん同じように、実は一

番情報が届きにくい、あるいは対策が取られにくい

人たち。エイズが表面化すると非常に差別的な取ら

れ方をしてしまわれる人たち、そういう人たちの中

に HIV/AIDSが発生していると思うんです。献血

なんかいい例で、今までの献血では男性同性愛者は

献血お断りだった。

池上 これは男性に対する問診なんですが、1回

でも同性とセックスをしたことがある男性はお断り

なんです。異性の場合は不特定多数の異性と性経験

をしたことのある男性はお断り。だから同性同士

だったら 1回でだめ。異性間だったら不特定多数と

きれいに分かれています。これを直してくれと何度

も言っているんですけれど。コミュニティーも言っ

ているし、要望書も何度も出しているんですけれど、

直りませんね。

市川 例えばもしエイズが異性愛者の中に非常

に広がっていたら、献血ではどういうふうに言う

のかを献血に関わっている人に聞いたことがあり

ます。「異性とセックスをした人」と言わなければ

ならないんですよ。同性同士だってすべての人が

HIVと隣り合わせのセックスをしているとは限ら

ないんですよ。予防をしてセックスをしている人

もいるんです。異性の中には予防をしていない人

もいるわけです。

ですからもし異性愛者の中に感染者が増えていた

ら、献血は異性とセックスをした人も相手にしなく

てはならない。そうするともう献血は成り立たない

です。だから献血事業をどうするかという問題は、

やはり人の性的指向性とか人の生活面だとか、そう

いったものを問題にするのではなくて、HIVをどう

やって献血液に汚染させないようにするかという問

題を考えるべきだと思うんです。

こうしたことを考えると、日本ではHIVはどこか

別の人の問題、感染した人だけの問題で、それ以外

の社会では問題ないんだという感じが非常に強い。

池上 やはり私の周囲には陽性者はいないという

前提になって動いているし、教育プログラムも組ま

れている。

宮田 そうすると、それではどういう文言だった

らいいんですか。

池上 1つ可能性として見えてきたのは、ゲイの

コミュニティーに対してウェブ調査をしました。

あっという間に 20代、30代の人たちを中心にして

400人以上の回答が集まったんですけれども、その

人たちは HIVに関する知識を非常に正確に持って

いる。それから感染予防の方法とメリットについて

も正確に知っている。しかも四十数%の人がすでに

HIV抗体検査を受けている。受検率がものすごく高

いんです。

すでにポジティブだとわかっている人もいます。

しかしそれだけ知識面は十分な人たちが実際に予防
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行動を取っているかというと、3割の人は感染リス

クの非常に高い行動において予防していない。

では予防していないという人としているという

人の違いは何だということを見てみたときに、や

はり自分が感染する可能性があるかないかの意識

なんですね。その意識においては非常にばらつい

て、自分が感染するという、「身近感」と私たちは

呼んでいるんですけれど、それの強い人は検査経

験も多いんですね。どっちが先かその因果関係は

わかりませんが。

その人たちの特色は、ゲイのメディアにおいてゲ

イの仲間が感染したことを公表した手記に接してい

るということだったんです。手記という個人的な発

信でコミュニケーションが成り立っているという

か。テレビはコミュニケーションではないというと

変ですけれど、一方通行でワッと見えて、パッと消

えて、その場で終わって、消えたらもうなくなる。

けれども活字はいくらでも繰り返して読めるし、そ

してピアとして、同じコミュニティーにいる仲間が

そのコミュニティーの媒体を通して発信している。

これはやっぱり違うんだろうなという気づきがあっ

て、手記集を作って朗読会とかやっています。その

手記音読からいろいろな影響を受けるということを

参加して確認し合いながら、その自分で気付いたこ

とを今度は自分にどう生かすか、これもまた個人個

人だよねというような、非常にミクロ的な展開にな

るんですけれど、有効ですよ。

岩本 さっきのウェブのゲイのメディアで、感染

した方とかの手記とかを読んでいる人というのと、

予防している、していないというグループとは関連

があったということでしたっけ。

池上 自分のことと……。

岩本 身近感のある人が予防している。

池上 つまり知識が高いのに身近感はばらつくん

です。それとコンドームを使う負担感というのがば

らつくんです。だからコンドームを使えば感染予防

できるメリットは十分わかっているんだけれど、負

担感があると使えない。

岩本 負担感というのは？

池上 かっこ悪いとか、その場の雰囲気がそう

なっていないとか。ほれてしまった相手には言えな

いとかそういうことです。それとわかってはいるけ

れどなんとなく自分には起きないのよねと思ってい

る人たちは予防しにい。

では自分に起こりうるか、起こり得ないかという

意識の違いを見たときに、コミュニティーの媒体で

個人的な発信のメッセージに触れているか、触れて

いないかがきれいに分かれたんです。テレビに顔を

出して「私は陽性です」と言うだけが発信ではない。

出方はたくさんあるじゃないですか。それこそ親に

言えなくても仲間に言えている人たちがたくさんい

るんです。

ぷれいす東京の別の調査では、55人のゲイの陽

性者から 850人の仲間に感染の事実が伝わっている

んです。ところが親に言っているかと聞くとガタッ

と下がります。だからできる範囲で自発的に伝える

ことによって人間関係をさらに発展させたり、ある

いは自分の心理的負担感をなくしたり、いろいろな

ことが可能なわけです。そしてそれがより身近感の

発信として自分も予防しようというか、あるいは少

なくても感染した人に対して特別な扱いをするのは

よそうとか、そこから予防とケアがつながるという

感じもしているんです。

安心して言える環境が整えば整うほど伝わる量が

多くなって、それが何らかの形で予防にもつながっ

ていく。そこでは予防とケアは同じことになる。と

ころが今までの対策は予防は予防、ケアはケア、感

染している人としていない人とバーンと分けてし

まって全然つながらない。それはあまり効果的では

ないという感じがしているんですけれど。

Ⅷ. 支援活動の評価と資金援助に関して

岩本 予算が減ってきて、減らされている中でと

いう話があったと思うんですけれど、日本の中の研

究費の中で、HIVに関する予算そのものはどんどん

減っているんです。今日の昼間議論をしていて、研

究者の中でも「今まで HIVには多額の予算がつい

てきたじゃないか。だけどお前らどんないい仕事を

したんだ、世界に誇れるものがあるのか」というよ

うな話をする方もいます。必ずしも論文だけが価値

があるというわけではありませんが、評価をどのよ

うにするのがいいかという場合、論文が評価対象と

なることは多いですね。しかし、例えば社会活動と

か、NPO活動とか言うと、もっとある評価は難し

いですね。僕は行政の人間ではないからこんな質問
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は嫌だけれど、例えばいい NPOと悪い NPOとは

あまりいい表現ではないかもしれませんが、NPO

が役立っているかどうかをどのように評価するかは

難しいところですよね。NPOにもっと資金を与え

ろというメッセージをどういうふうに訴えていけば

いいのでしょうか。あるいはNPOをどういうふう

に評価したらいいのでしょうか。

池上 ぷれいす東京の場合は、ケアが非常に大き

な柱になっています。つまり当事者と直だというこ

とです。だから当事者のニーズをしっかり把握でき

ます。調査をやっているからです。何で私たちだか

らそう言えるのかというと、当事者との信頼関係が

ないと一緒に調査もできません。だってあそこと絡

んだらマスコミに売られるのではないかとか、プラ

イバシーがずたずたにされるのではないかとか、利

用されて終わるのではないかとか、そういうこと

だって可能性があるわけです。実際に起こってもい

るわけです。

ですから、自分たちが参加したことが自分たちに

ちゃんと返ってくるという信頼関係というのは、継

続して信頼できるケアを提供しているNGOでなけ

ればできない。また、そうでないと医療とNGOの

信頼関係もできないから、医療と当事者をつないだ

調査をできない。私たちの場合だと調査の企画から

当事者が入るから、どんな質問項目が適切なのかと

か、どんな項目が全く不必要なのに根掘り葉掘り聞

かれている感じで不信感をもたれてしまうのかとか

勉強しながら当事者と一緒にやっていくわけです。

こうして真のニーズを探る。予防啓発も若者に対

してするときは、若者の声を聞かなければだめだと

言いますよね。大人が勝手に「こういうはずだ」

「こうすべきだ」ということで情報を提供したって

「聞きませんよ」って。当事者との信頼と協働のパ

イプから真のニーズを把握して、行政や医療に提言

できる、400人ぐらいの、繰り返しますがそういう

活動を維持するためにはお金が要ります。

こういう活動への投資が最終的に社会的にはコス

トダウンになります。（笑）だって私たち東京都の

エイズ電話相談を受託しているんです。行政が土日

に庁舎を使ってやったらお金が掛かるんです。私た

ちに請け負わせることによって、はるかに少ない予

算でできているわけです。だから安いままでいいと

いうつもりではありませんが、ちゃんと評価してい

ただいて、行政が知りにくいニーズをどれくらい正

確に把握して、反映できているかというところが、

評価のポイントの 1つだと思います。

伊藤 NPO助成の審査でも、同じように、いい

NPO、悪いNPOという点をずっと考えたことがあ

るんです。必ずしもエイズの専門家でない審査委員

の人たちをどういうふうに説得するのか、がポイン

トです。今池上さんがおっしゃったように、現場の

当事者のニーズをきちんと把握しているということ

が大きいんですけれども、それと同時に、そのニー

ズを現場を知らない人にわからせるように加工でき

るか、ということも問われています。

この業界とか、ゲイの人たちとか、セックスワー

カーの人たちのことをよく知っている人には理解し

てもらえるんだけれども、行政の人や財団や企業の

人には、この世界はなかなか抵抗があって簡単には

理解してもらえない。当事者のニーズをそういう人

たちにもわかる言語でいかに翻訳できるかという、

そこの力だと思うんです。現場の状態をそのまま出

してしまったら社会一般ではやはり抵抗感はありま

す。そこのところをいかに科学的に、客観的に当事

者の生の声やニーズを伝えていくか、そこの力量が

すごく問われるんだと思うんです。

池上 全くそうですね。そういうトレーニングの

場がないではないですか。日本ではエイズだから初

めてできたことだと思うんですけれども、NGOが

厚生労働省の研究班という枠の中に入れていただい

て、それこそ研究的表現とか校正とか、（笑）四苦

八苦しながら学習しています。

私たちもいろいろなところに助成金の申請をし

て、そのプロセスがスキルスビルディングになって

いると思いますが。時間と労力のかかる自助学習で

す。トレーニングの場や機会が必要ですね。

伊藤 人にわかってもらうため、お金を取るため、

人に説得するためのスキルというのは大事です。

市川 厚生労働省の研究班なんかは、やはり評価

されます。昔はどうだったか知らないけれど、最近

は評価されます。私達がやっている男性同性間の

HIV感染対策の研究班は、ボランティアの人たちと

一緒にやっているんです。私は当初、当事者の活動

というのが必要だと思いました。その人たちの活動

がうまく行っているのか、あるいはちゃんとニーズ

に合ったものをやっているのか、そういうことも評
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価してそれを報告する必要があると思っています。

評価してそのプログラムが悪ければ直すし、良け

れば継続するというようなことをするために評価を

きちっと自分たちで付けるようにします。そのため

にはプログラムを記録する、例えばコンドームアウ

トリーチというプログラムを大阪でも東京でもやっ

ていますけれども、それをきちっと記録する。例え

ば月にどのくらい配布して、何軒の店に配っている

かというのを記録して、配布している割合がどのぐ

らいなのかを把握する。

一方でアンケート調査をしてどのくらいの人がそ

れを受け取っているかの評価をする。これは研究め

いて見えるんだけれども、これで自分たちの活動が

どこに向かっているかが見える。また、行動の調査

も一緒にしています。コンドームを使う割合に変化

が起きているのか、起きていないのかとか。

実際に大阪で 5年間やってきて、例えば HIV検

査を受けることの行動も、実際に検査の情報とか臨

時に検査を提供したりしてきた結果、過去 1年の受

検割合が当初 19%だったのが今は 36%まで上がっ

ています。

それからコンドームの使用行動を変えるために最

初はコンドームアウトリーチをやっていました。年

間 5万個配るのを続けたところ、私達の調査結果で

は、6割の人がコンドームを受け取った経験がある

ということがわかりました。アウトリーチの成果が

示されたことになります。

一方、コンドーム常用率はコンドームアウトリー

チだけではなかなか上がらなかった。しかし、これ

と一緒にコミュニティーペーパーというのを作っ

て、大阪のほとんどのゲイ・バーに配れるようにし

ました。お店の情報とか、ゲイの人たちのいろいろ

な情報も掲載し、また HIVの検査の情報とか、知

識にかかわるような情報とか、あるいはポジティブ

の人たちの手記だとかを入れたりして、コミュニ

ティーペーパーを毎月発行しているんです。

コンドームアウトリーチとコミュニティーペー

パーのアウトリーチの両方を 2年間やってきた結

果、コンドームの使用行動が変わってきているんで

す。常用率が上がってきている。コンドームだけ

配ってもだめなところを情報が重なることで、成果

を出している。そういうことがわかってきました。

また、最近ぷれいす東京さんがやっている

『Living Together』という陽性者の人たちの手記を

リービディングするプログラムをやっています。陽

性者の人たちのその後の生活とかいろいろなことが

見えてくるプログラムをゲイの人たちが開発したん

です。「My First Safer Sex」というプログラムも

ゲイの人たちの中で考え出されました。「セー

ファーセックス」とみんな言っているけれども、

セーファーセックスは 1つではない。いろいろな

セーファーセックスの経験もあるし、いろいろな思

いがある。それをインタビューして、顔を出しても

いいという人々の写真を撮って、『My First Safer

Sex』という 1冊の本にしたものです。

この『Living Together』も『My First Safer Sex』

もさっき伊藤さんがおっしゃったように、行政の人

に説明できる資材です。実は『My First Safer Sex』

にはゲイの人だけではなく、ヘテロの女性、男性も

入っているんです。年齢も若い 20代前後の人もあ

れば年齢の高い人も入っている。それぞれの自分の

初めてのセーファーセックスのときの思い出という

か、記憶というものが書いてある。ゲイの人を対象

に展示会（ポスター展）をやったところ、非常にた

くさんの人たちが集まりました。そして神奈川県と

か他の行政の人がそれを見て、若い人向けの展示会

に応用したりしているんです。（図10）

Ⅸ. 学生への情報提供システムの構築

岩本 年齢でさっきおじさんの問題があったけれ

ど、いつか東京都の会議で池上さんが「若い人だけ

ではなくて、大学生になったとたんにほとんど情報

が行かなくなっているのではないか」とおっしゃっ

ていましたね。大学に入ったとき、さらにそれから
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図10　HIV感染予防啓発におけるパートナーシップ 

HIV感染の拡大防止には 

当事者性を重視した啓発資材と普及方法 
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たゲイメディア、ゲイビジネス等の関係者の協力を得つつ普及を促進
するネットワークを構築することが必要である。 

・訴求性のある啓発資材・手法の展開 
・MSM層への啓発の浸透 
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社会人になってからの人たちへ予防の必要性の情報

は提供されているのでしょうか。

市川 たぶん私は大学生が一番情報がないと思う

んです。要するに高校までは……。

岩本 親から離れてある意味で解放されている時

ですよね、一番。

池上 実は性活動が一番活発になる年頃なんで

す。

市川 専門学校生、あるいは社会に出て働いてい

る人もそうですよね。若い世代の中でそこが一番抜

けていますよね。高校生とか中学生は学校教育の問

題といえるんだけれども、高校を卒業した人にはど

こも責任を取っていない。私は、ゲイコミュニ

ティーの中で生まれた資材をどういうふうに周りに

広めるかということを考えることがありますが、た

ぶんそういう人たちにも彼らの資材や方法は通用す

るのではと思います。

こういう活動を行政に取り込んでやっていく。行

政のNGO評価というのはそういうふうにしてほし

いと思うんです。何が社会に貢献できるかを評価し

て、そのNGOのプログラムを伸ばしてあげる。そ

うすれば資材やプログラムを開発した人材がいるわ

けですので、その人材が育つことになる。そして、

日本の中でいろいろなところにプログラムを開発し

ていくスキルが広げられるようになっていくのでは

と思います。

日本が世界的に貢献できないのは、エイズに関し

てかかわっている人が少ないからと思います。そう

いう人材を育成するような評価プログラムもない

し、それを育てていく組織もない。それができなけ

ればたぶんお金を出すだけの能しかない日本しか生

まれてこないと思うんです。

宮田 大学についてももうちょっと考えたほうが

いいと思うんです。例えば大学の 1、2年生のとき

に HIV/AIDSに関する情報がきちんと伝えられる

ようなエイズコースみたいな授業をつくろうと思え

ばできると思うんです。

市川 大学側がそういうシステムを持てばね。

宮田 授業の中で例えば何単位でもいいですけれ

ど。だけどそんなことをしている大学は少ないで

しょう。

池上 文部省にだいぶ前に、新入生への性教育を

提案したことがあるんですけれど、今文科省は資格

取得と就職に結び付かない単位はどんどん切ってい

るんです。独立行政法人になったらますます切られ

る。だから私はむしろ大学というより専門学校だな

と思っています。専門学校のほうはなぜ学校側にま

だ可能性があるかというと、専門学校の学生のかな

りの部分が卒業しないでやめてしまう。

なぜかというと、本当は働きたかったのに職場が

ないから親に頼まれてとりあえず専門学校に行って

いますとか、そういうことが大学よりはるかに多い

ので、せっかく入ってきたのに抜けやすい。人間関

係や性的関係でもつまずきやすい。抜けていかれる

と学校側としては困る。ちゃんと卒業して就職して

ほしいわけです。

それで問題は結構人間関係と性的なことにある

なと学校側はわかっているんだけれど、どうして

いいかわからない、そこで合同でカウンセリング

ルームを作っている地域の専門学校集団などがあ

るんです。

だから地域のNGOと組んで「新入生に 1時間で

いいから性の話をしませんか」と専門学校に冊子を

配布したりしました。そうしたら、私たちの予防啓

発人材育成プログラムに専門学校の先生がポツンと

入ってこられて、4回連続の研修を受けた結果、ご

自分でカリキュラムを作って理事長に談判して、新

入生のプログラムとしてセクシャルヘルスを入れた

んです。その専門学校ではじめての試みです。

この結果やっぱりよかった、続けようとなれば、

モデルとして広がりやすい。学校にとってメリット

だ、とならないとだめですね。

宮田 それは大学か専門学校かではなくて、大学

も専門学校も、とにかくやれそうなところには全部

という感じだと思うんです。要は成功モデルを見せ

ることだと思うんです。「あれはよさそうだな」と

思えばそんなに労力のかかることでもないし、他の

学校でもどんどんどんどん使う。性的なことを考え

た場合、やはり専門学校とか大学生ぐらいの年齢層

が一番大きいですし、このグラフを見ていても異性

間の感染といったら、やっぱりまだ数は 10代は少

ないですね。

市川 少ないですね。しかし、確実に女性とか男

性とかで感染している人が出ています。今日はあま

り女性、男性の異性間のことは話していません。例

えばクラミジアとか、淋病とかの性感染症を見てい
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ると、20代での感染者の割合が全感染の中で一番

高いです。また、ある調査によれば、女性の性経験

率は今では男性を超えています。高校 3年生とか大

学生の性経験率は昔は男性のほうが圧倒的に多かっ

たのに、今は女性が男性を超えた状況になっていま

す。大学の 4年間でほぼ半数の人が性経験を持つと

いう。大学 4年を出るときには 70%の人が性経験を

持っているということです。

そういう状況の中で性感染症とか、あるいは性教

育とかというのは、大学の中で何ら取られていない

し、大学の中でコンドームを売るなんてこともされ

ていないわけです。そういう日本の今の状況でいく

と、おそらく大学の教育の関係者は、大学で教える

ことと性教育は別だ、その人のセックスは別だと

思っていて、学生の生活環境とか学生個人の抱える

問題だとかは別問題だから、性教育というのは大学

が教えることではないという意識があるのではない

かと思います。

でも実際には性経験は 70%の人が大学を出ると

きには持っているし、おそらく専門学校の人も同じ

ような経験をしているだろう。とりわけ女性の経験

が非常に急激に上がってきているという状況なの

で、その女性に対する HIVが今はまだ数が少ない

だけであって、そのバックグラウンドはかなりそ

ろっている状態と言える。

高校、中学生のエイズ教育はいろいろ学校関係

の難しさがあると思います。一方、性行動を取る

ような年齢というのは、18～ 22ですよね。まさに

大学生、専門学校生になった男性、女性に対して

どういう教育をするかというのが非常に大事な時

期になってきている。ところが全然そこが取り組

まれていない。

宮田 僕は少しやってみてもいいかなと思うんで

す。本当にカリキュラムで……。

市川 京都産業大学で鬼塚さんという人がいて、

実は面白いことをしている。私は非常勤で毎年手伝

いに行くんだけれど「大学コンソーシアム京都」と

いうのがあって、京都にある大学の連合体をつくっ

て、京都駅の近くにあるビルの中で関係している大

学の学生に講義を開講する。1年生、2年生が中心

で、3年生、4年生も取りに来ているようです。4

年ぐらい前から京都産業大学の鬼塚さんがコーディ

ネーターになって「エイズと社会」という講義を

行っているんです。それを 200人を超える学生が

とっていて、十何回の講義を聴いているんです。疫

学の話、世界的なエイズの話、CBOの人たちが

やっているエイズの啓発の話、在宅治療という形で

エイズのケアに当たっている人の話ということで、

オムニバス形式なんだけれどエイズ全体を社会的に

とらえるという講義をしている。

これは私はすごく面白いと思うんです。この講義

の評価はきちっと出してもらいたいと私は思ってい

ます。そういう講義を例えば他の大学とかでやれれ

ば、大学生がエイズをとらえるきっかけになってく

るというふうに思います。

池上 慶応大学で「エイズと社会」を半年やりま

すけれど、やはり 100人来ます。

宮田 来ると思いますよ、やはり。

池上 文学部の講義ですけれど、他のキャンパス

から来るんです。学生の評価は高いと思う。現場が

わかるというか。

宮田 また現場の人に話してもらわないとしよう

がないということあるでしょう。

池上 当事者の話は学生が耳を傾けてきいてくれ

る。けれど、今評判がいいということでは継続しな

いんです、そこが問題。（笑）

Ⅹ. HIV/AIDSのこれから

岩本 時間が過ぎましたけれども、何か一言ずつ、

これは言っておきたいというのは、宮田さんどうで

すか。

宮田 メディアに関して、なかなかマスコミに対

する批判が厳しいんですけれども、それなりに努力

はしているということは言っておきたい。

岩本 エイズに関してこれほどメッセージを出し

ておられる宮田さんを批判しようとは誰も思わない

けれど。（笑）

宮田 それからさっきのいわゆるパーソナルなコ

ミュニケーションと同時に、マスを対象にした情報

伝達というのは必要だと思うんです。やはり社会が

HIV/AIDSを課題としてとらえるとか、それを理解

するとか、あるいは患者や感染者が社会の中で生活

しているんだということを理解するといったこと

は、感染した人に会わないと理解できないのだとし

たらとても追い付かない。あるいはそれで追い付く
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ような事態になってしまうと、社会的には流行が深

刻な状態になっているので、現在の比較的ローリス

クと言われているレベルでも社会的な課題としてと

らえられるようにしなければならない。それにはマ

スメディアの存在が重要だと思います。

かといって毎年毎年同じことばかり伝えていたの

では聞く人もいなくなってしまう。どうすれば継続

的に伝えられるのかということを、工夫して考えて

いかないといけない。それについてはかなりマスメ

ディアの現場の記者も悩みながら、試行錯誤しなが

らやってはいるということは言っておきたいんです。

それでもなかなか他のニュースもたくさんあっ

て、取り上げられる機会が少なくなったりすること

はあるんですけれども、伊藤さんのところで調査し

てもらったところ、HIV/AIDSの記事というのは年

間 200ぐらいあって、各新聞大体そんなもんなんで

すけれど、そのうちエイズを主体に扱ったものだけ

でも 4分の 1ぐらいはあるんです。

そういう意味でいくと他の病気に比べるとはるか

に報道のカバー率は高い病気で、したがって

HIV/AIDSというものの知名度も社会的には高い。

それは日本にとっては非常に優位な点なんです。コ

ミュニケーションの手段が発達していて、比較的 1

つの言語で大半の人に情報が伝えられて、平均的な

教育水準が高くてというところなので、マスメディ

アを通じた情報の伝達が、日本では HIV/AIDSに

関してかなり有効ではないかと私は思っています。

岩本 伊藤さんどうですか。

伊藤 企業でいうと、日本の経済界のエイズに対

する関心というのは、90年代の半ばはかなり高

かった。その頃のことを直接知っているわけではな

いのですが、日経連が政策提言を出したり、東京商

工会議所が啓発用ビデオを作ったり、各企業が職場

のエイズ対策ガイドラインを作っています。それが

90年代末からどんと落ちてしまった。それは日本

社会全体での関心の低下とちょうど同じだと思うん

です。

ただ、最近は、企業の関心が少し上がり始めてい

るんではないか、とちょっと思っています。やはり

アジアで感染が拡大しているということが大きいで

すね。日本企業はこの 10年ぐらいの間にアジア・

シフトをしていますから、遠いアフリカの話ではな

くアジアの話だということで、企業の方の関心が

違ってきた。特に中国で 2010年にはHIV感染者が

1000万人になるという数字には、企業の方たちも

びっくりし危機感を感じています。

最近、日本の企業の間では CSRという「企業の

社会的責任」の論議がすごく盛んになっています。

世界中で論議が盛んなんですけれども、日本では、

環境問題だけが先行して議論が進んできました。と

ころが欧米の企業の間では、環境問題と共に人権や

貧困などの社会問題も企業が取り組むべき問題とし

て論議が進んでいます。日本は少し遅れて、やっと

今年ぐらいになって意識の変化が感じられるように

なってきました。

企業の人たちが取り組み易い社会課題は児童労働

の問題なんです。途上国で児童を働かせてものをつ

くったり、児童労働で生産されたものを仕入れると

国際的に批判の対象となるようになってきたんです

ね。それで、途上国の仕入れ先と契約を結ぶ前に児

童労働していないということを確認してからでない

と取引をしない、というようなことなんです。

CSRの担当をしている方たちはみな、国際的な

流れとしては、エイズは企業が取り組む問題だと

いうこと十分気が付いていらっしゃる。気が付い

ているんだけれどもなかなか踏み出せない。自社

の問題として踏み出せないのには、いくつか要因

があると思うんです。1つはやはり企業イメージと

の関連です。病気にかかわることでその企業イ

メージが下がるのではないかという懸念ですね。

もう 1つは、SARSとか結核とか、空気感染する病

気であれば、職場で感染する可能性があるので企

業で対処しなくてはいけない。アスベストみたい

な労災もそうでしょう。でも、エイズというのは

プライベートな時間と場所で感染するもので、企

業にどこまで責任があるのか、という疑問がどう

しても残るのです。しかも会社がエイズに関して

働きかけをすると従業員のプライバシー侵害にな

るのではないかという考え方も強いんです。だか

らこれは公的機関にお任せすることであって、企

業はあまり口出しをするべきではないのではない

かというような躊躇が感じられます。

それから、南アフリカの企業の社会貢献の例を

よく引き合いに出すと、企業が地域社会のために

どこまでやるべきか、という議論になります。例

えば南アフリカで、企業が自社の企業クリニック
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を地域の人に開放したり、そこの医師を地域の病

院に派遣したり、従業員の治療代を負担したり、

という話をすると、どこまでが企業が責任を負う

べき課題なのかというところがどうもストンと落

ちない、理解しにくい。その辺が今ネックになっ

ていると思うんです。

9月のはじめに経団連傘下の経済団体が、東南ア

ジアに CSRの視察団を派遣しました。タイとイン

ドネシアに行ったんですけれども、訪問先の 1つと

してタイのエイズ経済人会議をご紹介して訪問して

いただいたんです。他の先進国のグローバル企業が

どういうエイズ対策をとっているか、日系企業のタ

イの現地子会社がどういうふうにやっているかとい

う話を、目の当たりにしてこられた。なるほど本社

では知らないんだけれども、現地では結構ちゃんと

やっているんだということを初めて目の当たりにさ

れたようです。少しずつなんですけれども関心は上

がっていくのではないかと思っています。

岩本 公的な資金だけではなく、企業をどうやっ

て取り込むかという点は重要だと思います。栄研化

学は？（笑）

次は市川さん、いっぱいしゃべったから少し短く。

市川 しゃべらなくてもいいですよ。（笑）今の

話も含めて、何か時間が足りないね。でも今日の話

はすごく楽しかったという感じがします。私はたぶ

ん日本の社会はいろいろな問題に対して差別しない

とか、偏見しないとかということをどの人も答える

と思うんです。だけど起きている問題に対して、実

は何もしない。

何もしない、何も取り組まない。これは実は大き

な差別と偏見ではいかと、この頃思っているんです。

これはゲイの人たちだけではなくて、HIVを抱える

人はやはり非常に社会的に弱いところに置かれてい

る。その人が弱いのではなくて、社会的な対応が非

常に弱いところに置かれている人ということです。

その人たちに対して、「実はどうですか」といって

も「私たちはそういうことに対して、差別していま

せんよ、偏見は持っていませんよ」と日本の社会は

ほとんどの人が答える。だけどそこに向かって何か

をするかということになると、実は何も生まれてこ

ないというのが日本の社会だと感じているので、何

もしないことほどの差別、偏見はないのではないか

と最近は言おうとしているんです。最後にそれを言

いたい。

岩本 最後に来年の学会長として、池上さんトリ

を。（笑）

池上 ご配慮いただいてありがとうございます。

（笑）今日出たいろいろな課題をひっくるめて面倒

を見るとまでは申しませんが、見たいなという心意

気で、メディア的にはちょっとおいしい飛びつきや

すい話題として、日本エイズ学会学術集会の会長に

指名されました。来年の 20年目で初めての「3な

い会長」と自負しているんですが、それは「男性で

ない」「医師免許がない」「大学教授でない」

今日もあるメーカーの人と話していたら、疾患を

対象にした学会で、そういう人が会長をやるのは前

代未聞だとか。でも今後は「当然そうなっていくん

でしょうね」とおっしゃっていました。日本エイズ

学会の理事会で NGOが指名を受けたということ

は、専門家としてかかわってきた人たちは行政より

ちゃんと早く認識してくだささっているというあか

しだと思うんです。基礎から臨床から疫学からいろ

いろな先生方が「支援しますよ」と協力していただ

いていて心強く思っています。

テーマは先ほどのように「Living Together」を

看板に掲げていますけれども、とにかく無関心とか

いろいろなところのギャップをいかに埋めていくか

ということのさまざまな工夫や気付き合いの場をた

くさん提供したいです。そして今までは学術集会と

行政がやるエイズデイイベントとかNGOのイベン

トが、てんでんばらばらにあって横のつながりがな

かった。だから何かやっているんだけれども、総合

的なパワーにならない。

そこをぜひつなげたいということで、行政や経済

界、企業、メディア等々と組んだ企画もしていきた

いと思っています。幸いいろいろな専門家集団や行

政から、実は厚労省が後援するのも初めてらしいん

ですけれども（笑）後援いただいています。ぜひ多

くの方に参加していただきたいと思います。

岩本 来年の会長ではなくて、「今年の会長」と

言わないといけない。

池上 そうですね。今年の会長。この雑誌に学会

案内を出していただけるかな？

よろしくお願いします。

（25ページに掲載いたしました）

岩本 どうもありがとうございました。今日のこ

（ 23 ）
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の場所は東京會舘の都合でチャペルだそうです。そ

ういう中で男性同性間を含めて、セックスの話をな

んか何なんだと、ずいぶんさせていただきました。

ありがとうございました。大変楽しかった、だいぶ

予定時間も過ぎまして申し訳ありませんでした。

（ 24 ）
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